
参 考 １ 

国等の機関における環境配慮契約の取組状況 

 

１．政府の温室効果ガス排出の現状 

政府実行計画に基づく平成 18 年度の温室効果

ガス排出量は 1,706 千 t-CO2であり、その内訳は

右図のとおり。 

現行の基本方針で具体的に定めている電力供

給、自動車購入、ESCO 事業及び建築設計に係る

温室効果ガスの排出量は、電気使用に伴う排出

（41%）、施設におけるエネルギー使用（ガス、

油）に伴う排出（19%）公用車の使用に伴う排出

（4%）、であり、合計で全体排出量の 63%に関係

している（1,079 千 t-CO2）。 

基本方針に従った環境配慮契約の推進により、政府実行計画に定める削減目標（平

成 13 年度を基準として、平成 22 年度から 24 年度までに 8％削減）をより確実に達

成し、更なる削減も視野に入れることが可能となる。 

 

２．環境配慮契約の締結実績と予定 

環境配慮契約法第 8 条に基づき、各省各庁の長及び独立行政法人等の長は、毎会計

年度又は毎事業年度の終了後、遅滞なく、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契

約の締結の実績の概要を取りまとめ、公表するとともに、環境大臣に通知するものと

されている。 

現在、各府省庁等において契約締結実績の概要のとりまとめが逐次行われていると

ころであるが、現段階の契約締結実績と予定1は、次頁表のとおりである。 

 

                                            
1 契約締結実績と予定については、現在精査中であり暫定値である。 

公用車

73,178t-CO2
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エネルギー使用
（ガス、油）

316,356t-CO2
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電気使用

689,340t-CO2
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船舶

552,695t-CO2

32% 平成18年度政府全体の
温室効果ガス総排出量

1,706,182t-CO2



表 温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結実績と予定（各府省庁） 

一般
事業者

PPS 計
一般
事業者

PPS 未定 計
調達済み

（台）
調達予定

（台）
（件） （件）

内閣府 0 1 1 2,797 6 0 0 6 7,631
公正取引委員会 1 0
警察庁 1 6 7 13,436 26 9 13 48 49,250 0 12 3
防衛省 2 0 2 67,636 217 0 0 217 681,543 0 2
金融庁

総務省 1 0 1 5,322 6 0 0 6 14,436
法務省 3 0 3 2,062 292 47 12 351 190,068 181 0 9
外務省 1 0 0 1 12,884 0 1
財務省 1 3 4 25,508 106 39 9 154 168,871 293 2
文部科学省 10 2 12 127,784 0 1
厚生労働省 29 0 29 45,503 37 1 6 44 126,965 0 2 3 1
農林水産省 16 0 16 7,896 33 0 0 33 27,903 324 10
経済産業省 1 0 1 25,544 2 0 2 4 46,814 0 2
国土交通省 1 3 4 19,866 89 39 19 162 119,858 126 0 2 29
環境省 6 32 1 3
人事院 0 0 1 1 1,752
宮内庁 0 0 不調 1 6,151
会計検査院 1 0 0 1 413
衆議院 4 12
参議院

最高裁判所 49 31 74 154 70,173
国立国会図書館 3 0 0 3 20,240

計 65 15 80 343,354 868 166 136 1,186 1,544,951 935 76 9 42

府省庁等
ESCO 建築

予定使用
電力量
(千kWh)

予定使用
電力量
(千kWh)

落札者落札者数
電力H20年度

自動車
電力H19年度

 
注１：「電力 H19 年度」は、平成 19 年 11 月 22 日～平成 20 年 3 月 31 日の間に締結した電気の供給を受ける契約について「裾切り方式」を実施した契約を集計。 
注２：「電力 H20 年度」は、平成 20 年度中に締結（予定も含む）した電気の供給を受ける契約について「裾切り方式」を実施した契約を集計。 
注３：「自動車」は、平成 20 年度中に自動車の購入（交換を含む）に係る契約を総合評価落札方式で実施した契約（予定も含む）を集計。 
注４：「ESCO」は、平成 20 年度中に ESCO 事業そのものまたはフィージビリティ・スタディなど ESCO に関する契約を締結した場合（予定も含む）、または平成

21 年度予算に向けて ESCO に関する予算要求の準備をしている場合を集計。 
注５：「建築」は、平成 20 年度中に環境配慮型プロポーザル方式で実施した契約（予定も含む）を集計。 


